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　2023 年の新春を迎え、謹んで年頭のご挨拶を申し上げます。
　皆様方には、平素から当工業会の活動・運営にご尽力いただいており、心から敬意を表し、
深く感謝申し上げます。

　昨年を顧みますと、コロナ禍の波が収まらない中、大雪に始まり例年のように台風による
風水害が多発しました。また新潟県村上市の製菓工場の火災事故をはじめ建物火災件数も一
昨年から増加傾向を示しています。そして火災による死者のうち 63％の方が住宅火災で亡
くなっており、その死者の 85％を 65 歳以上の高齢者が占め、相変わらず避難困難者の犠牲
が顕著になっていました。
　一方で世界的なパンデミックにより様々な問題が誘発されました。特に部材調達が滞り製
品供給に支障をきたし、市場への弊害が生じてきたことは業界団体として忸怩たる思いを否
めませんでした。それにも増して残念だったのが、一部に法令遵守事項に不備があった事例
が出たことです。粛清の通知で改めて遵法に対して遺漏なきように協力を依頼させていただ
くことになった次第です。
　
　本年においてもコロナリスクは収束しておらず、ウクライナ危機の動向は世界の経済活動
を渋滞させています。この 2 つの大きなリスクが沈静化し、願わくば平静を取り戻したいも
のです。
　更には安全保障、カーボンニュートラルに伴うエネルギー問題などの将来にわたる大きな
課題も切迫しています。

　そうした状況下で新年を迎えました。今年の一二支は「卯」です。干支（十干一二支）で
いう「癸卯（みずのと・う）」になります。「癸」は十干の十番目で物事の終わりと始まりを
意味している他、「揆（はかる）」という文字の一部から『種子が計ることが出来るほどの大
きさになり、春間近でつぼみが花咲く直前』の意味だといわれています。「卯」はもともと「茂」
という字が由来といわれ『春の訪れを感じる』ともいわれ、また「卯」という字の形が『門
があいている様子』を連想させることから『冬の門が開き、飛び出る』という意味があると
いわれます。

新年のご挨拶

一般社団法人　日本火災報知機工業会

	 　会長　伊藤 龍典



THE FIRE ALARM SYSTEMS No.22722

　この二つの組み合わせである「癸卯」には『これまでの努力が花開き、実り始める』また『万
事筋道を立てて処理すべき年』といった相当に期待できるとともに実行すべき年といえます。

　当工業会としては、コロナ禍中においても着実に事業運営に努めてまいりました。件数割
合に比較して非常に高い割合になっている住宅火災における被害者対策として、最優先課題
で取り組んでいる住宅用火災警報器の取り換え啓発事業において「ホームページの活用」、「交
換診断シート」また「設置・交換ガイドブック」などの広報活動をはじめ、これらの無償提
供事業の実施で交換促進活動を進めてまいりました。こうした地道な努力の結果が花開くよ
うに、より一層の広報活動を充実させてまいります。
　さらに火災報知設備等の普及・点検維持管理面においても、「自動火災報知設備・ガス漏
れ火災警報器設備工事基準書ハンドブック」や「自動火災報知設備の非火災報対策マニュア
ル」を改訂する作業を終えました。今年度はこれらのツールを使って、住宅警報器同様より
一層の広報活動に努めていく所存です。
　有効性・必要性の認知度が今一つの「光警報装置」ですが、積極的な普及・啓発活動を行
い、社会の認知度の向上にも貢献してまいります。
　年初に当たり、優先する活動について述べてまいりましたが、その他の事業活動も精力的
にこなし、「火災報知設備等の開発普及を推進し、火災による被害の防止を図り、もって社
会公共の福祉に寄与する」工業会の事業目的に忠実に意欲的に取り組みたいと心得ています
ので、会員の皆様方の変わらぬご支援・ご協力のお願いを切にさせていただきます。
　新年を迎えるにあたり、会員各位の皆様方のご健勝とご多幸を心から祈念いたします。
　今年もどうかよろしくお願い致します。
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出火場所に応じて進入禁止を表示する 
避難口誘導灯

ホーチキ株式会社

１．はじめに
　�　ホーチキ株式会社は、株式会社竹中工務店及び東

芝ライテック株式会社と共同で、自動火災報知設備
と連動し、火災の発生場所に応じて危険な経路に人
が進入しないように「進入禁止」表示を行う避難口
誘導灯（特許出願 済）を開発した。表示装置の設計・
製作を東芝ライテック、防災設備との連携システム
の検討をホーチキ、システムの設計要件と評価及び
適用を竹中工務店が担当した。

　�　当社における海外市場での誘導灯の取り組み、及
び進入禁止を表示する避難口誘導灯の概要を紹介す
る。

２．避難口誘導灯の課題
　�　多くの人が集まる施設・建物には、 避難口や避難方向を指示するための表示設備で

ある避難口誘導灯の設置が消防法で義務付けられている。また、一定規模以上の建物
では、火災や災害の発生時、建物にいる人々が速やかかつ安全に避難できるよう、複
数の避難経路が計画されている。

　�　しかし、出火場所によっては一部の避難経路が利用できない場合があり、そこにつ
ながる避難口誘導灯が表示されたままであると、避難者が誤って危険な避難経路に誘
導される恐れがある。

　�　そこで、３社は火災の発生場所に応じて危険な経路に人が進入しないように「進入
禁止」表示を行う避難口誘導灯を検討することとした。

３．当社における海外市場向け誘導灯
　�　海外市場では、「進入禁止」表示を行う避難口誘導灯が、欧州の EN 規格で認めら

れており、特にイギリス、ドイツ、オーストラリアで積極的に導入されている。
　�　1986 年よりイギリスに進出している当社は、自動火災報知設備と避難誘導設備を

統合し、火災の早期発見と迅速な避難経路案内をワンストップで構築できるシステム
「FIREscape（ファイヤースケープ）」を開発し、EN 規格の認証を取得して販売して
いる。

特 集 最近の消防防災システム紹介シリーズ 83　　　〈新製品紹介〉
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特集　最近の消防防災システム紹介シリーズ 83

　�　誘導灯と非常照明は一般的に 230V であるが、24V 仕様に変更すると共に、火災受
信機の伝送対応を行うことで、直接火災受信機に接続している。

　�　これにより、火災感知器の発報場所に応じて、赤色の×印（レッドクロス）の制御
を火災受信機から行うことができ、さらに、非常照明も直接制御することで、避難経
路を明るく照らし安全な避難誘導をワンストップで行っている。

ホーチキシステム「FIREscape（ファイヤースケープ）」
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特集　最近の消防防災システム紹介シリーズ 83

４．共同開発の経緯
　�　竹中工務店では、避難口誘導灯が表示されたままである静的避難誘導から火災の状

況に応じて変化する動的避難誘導の研究が行われていた。 
　�　当社では、海外市場において、誘導灯に×印（レッドクロス）を表示する「FIREscape
（ファイヤースケープ）」をすでに販売していた。

　�　そのような中、当社は、竹中工務店より動的避難誘導の相談を受け、２社で検討を
開始した。具体的な表示方法を検討する段階に入り、誘導灯の製造をしている東芝ラ
イテックにご協力頂き、３社で共同開発を行うこととした。

５．表示装置の検討
　�　進入禁止の方法としては、ピクトグラムの上に表示するには、見た目、分かりやす

さを考慮し、赤いバツ印を表示することが妥当であると判断した。
　�　進入禁止を表示する誘導灯の開発には、規格がない日本での対応は難しく、実現手

段を検討する必要があった。誘導灯及び誘導標識の基準（平成 11 年消防庁告示第２号）
に、構造基準として表示面のシンボル、文字及び色彩等が規定され、性能基準として
表示面の光特性（最大輝度と最少輝度の比率）、平均輝度が細かく定められている。

　�　海外のレッドクロス誘導灯のような、避難口誘導灯に直接進入禁止を表示すること
は、認定品の改造となってしまう。そこで、３社で検討した結果、避難口誘導灯を改
造しない方法として、避難口誘導灯とは別に、前面にアクリルの導光板に赤いバツ印
が点灯し進入禁止を表示する表示装置を開発した。

　�　本表示装置は、誘導灯の機能を阻害しないものとして、表面輝度等を測定し、避難
口誘導灯に要求される条件を満たすことを確認した。

６．消防設備システム評価
　�　進入禁止を表示する避難口誘導灯の導入にあたり、設置基準がない等、消防法上の

課題があった。名古屋市国際展示場新第 1 展示館整備事業での初適用に向け、名古屋
市消防局より、消防法を満足する設備として第三者認証の取得を要請された。

　�　３社は共同で、避難方向表示装置を含めた避難誘導システムを検討して、一般財団
法人日本消防設備安全センターによる消防設備システム評価を申請した。

　�　避難誘導システムは、本防火対象物で万が一火災が発生した場合に、在館者の適切
な避難誘導に資するシステムとして、防火安全性の有効性について評価頂いた。

　�　第三者認証を取得したことで、消防法施行令第 32 条に基づく特例適用を受け、名
古屋市国際展示場新第 1 展示館整備事業に初適用した。
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７．進入禁止を表示する避難口誘導灯の効果
　�　現在の避難に係る法令は、避難階段に逃げれば大丈夫という想定に基づいている。

近年の火災事例では、この原則に基づかない火災が発生している。避難経路が危険な
状況になった場合は、現場に出向き、直接誘導するしかなかった。火災感知器と連動
したことで、自動で進入禁止の表示を行うことができる。

　�　さらに、火災受信機の操作により、進入禁止を表示することも可能である。火災時
に限定せず、地震等の災害時における避難の時においても、避難経路の状況を確認し
た上で、危険度に応じて進入禁止の表示を行うことができる。

　�　出火場所に応じて進入禁止を表示できる他、避難階段の状況に応じて災害時にも活
用が可能となり、避難者の安全確保と管理者の負担軽減、省力化が期待できる。

８．おわりに
　�　進入禁止を表示する避難口誘導灯は、避難経路が複雑な建物や、倉庫などの大規模

施設などで特に有効と考える。今後、適用拡大を目指したい。
　�　本開発にあたり、ご指導ご支援賜りました一般財団法人日本消防設備安全センター、

名古屋市消防局をはじめとした消防関係者の皆様、また、共同開発でシステムを構築
頂いた竹中工務店、東芝ライテック関係者のみなさまに誌面をお借りして厚く御礼申
し上げます。

避難誘導イメージ
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システム企画委員会における
光警報装置の普及に向けた取り組みのご紹介

システム企画委員会 委員長
上田　毅（パナソニック株式会社）

１．はじめに
　�　システム企画委員会では、平成16（2004）年から現在に至るまで、聴覚障がい者や高齢者にも

分かりやすい警報のあり方に関する調査研究をテーマに掲げ、継続的に取り組んでいます。この
永年の調査研究の結果から、光警報装置は「音が聞こえない」又は「聞こえにくい」方々に火災
警報を伝えるための手段として、大変有効であると認識しております。本稿では、当委員会にお
ける光警報装置の普及に向けた、これまでの取り組みをご紹介します。

２．光警報装置の普及に向けた取り組み経緯
　�　以下の表は、取り組み時期・内容及び概要をまとめたものです。この中から主な活動について

詳しく記します。

T O P I C

時期 内容 概要

平成 16（2004）年４月 視聴覚障がい者（高齢者も含む）にも適した火災警
報設備に関する調査研究委員会発足

聴覚障がい者に限らず火災警報のユニバーサル
化の検討を目的

平成 18（2006）年 10 月 筑波技術短期大学で避難訓練時携帯電話警報実験 ・�非常放送、構内フラッシュライト、構内 CATV、
携帯電話メール、人的対応

平成 18（2006）年 12 月 振動警報実験 　

平成 19（2007）年３月 「視聴覚障害者（高齢者含む）にも適した火災警報
設備に関する調査研究報告書」発行

　

平成 19（2007）年３月から
平成 21（2009）年３月

財団法人日本消防設備安全センター（当時）「消防
防災用設備等研究基金」の助成を受け「建物用途に
合わせた最適警報システムの調査研究」を実施

平成 21（2009）年３月
聴覚障害者等のための火災警報装置「難聴者や
高齢者にも分かりやすい警報」調査研究報告書
を発行

【詳細は、①ご参照】

平成 19（2007）年３月 英国、スウェーデン現地調査 FIA、RIND 訪問、スウェーデン防火協会訪問

平成 19（2007）年９月 米国現地調査 CPSC、ギャローデット大学、ロサンゼルス市消
防局、オレンジ郡消防本部訪問

平成 20（2008）年３月 「建物用途に合わせた最適警報システムの調査研究
報告書」発行（初年度）

・�米国、英国、スウェーデン、韓国の法令調査結
果　

平成 20（2008）年 9 月 筑波技術短期大学警報システム実験 ・各色光警報装置官能実験
・各種光度光警報装置官能実験
・光警報反射光認識実験
・廊下設置光警報認識実験
・警報音官能実験

平成 20（2008）年 10 月 米国現地調査 NFPA、UL、ボストン市消防局、ニューヨーク市
消防局訪問

平成 22（2010）年 6 月から
平成 24（2012）年 3 月

聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあり
方に関する検討会（消防庁）への参画

【詳細は、②ご参照】

平成 22（2010）年 12 月 光警報モニタリング調査（消防庁委託みずほ総
研）への協力

UL 品光警報装置の設置方法、回転灯などとの
比較実験、就寝時効果実験、振動装置効果実験、
携帯電話メール警報実験、文字表示装置実験



T O P I C 光警報装置の普及に向けた取り組みのご紹介

THE FIRE ALARM SYSTEMS No.2278

ボストン市消防局での調査の様子

聴覚障がい者による
光警報装置に関する実証実験の様子

時期 内容 概要

平成 24（2012）年３月 聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあり
方に関する検討会への参画

ユニバーサルデザインを踏まえた火災報知設備
等の導入・普及のあり方に関する報告書発表

平成 24（2012）年６月から
平成 27（2015）年３月

高齢者や障がい者に適した火災警報装置に関す
る検討部会（消防庁）への参画

火報工にて課題検討 : 設置場所、発光色、誘導灯
との干渉、高天井での設置要件、非常放送との
警報タイミング、死角扱い

【詳細は、③ご参照】

平成 25（2013）年６月 火報工内に光警報連携小委員会を発足 技術、設備、メンテナンス、システム企画各委
員会で横断的検討を行う検討会を発足

平成 28（2016）年 9 月 総務省消防庁より「光警報装置の設置に係るガ
イドラインの策定について（通知）」が発出

国の動き

平成 29（2017）年６月 「光警報装置」デモパネル貸し出し開始 【詳細は、④ご参照】

平成 29（2017）年 9 月 「光警報装置のおすすめ」パンフレット発行 【詳細は、④ご参照】

平成 30（2018）年３月 一般社団法人電気設備学会学会誌へ、テーマ「火
災警報としての光警報システム」を投稿

平成 31（2019）年３月 国土交通省発行「公共建築工事標準仕様書（電
気設備工事編）平成 31 年版」に光警報装置が掲
載

国の動き

令和 4（2022）年３月 「光警報装置のおすすめ動画」を工業会ホーム
ページにて公開

【詳細は、④ご参照】

①建物用途に合わせた最適警報システムの調査研究
　�　平成19（2007）年から平成21（2009）年は、財

団法人日本消防設備安全センター（当時）の「消
防防災用設備等研究基金」の助成を受け、「建物
用途に合わせた最適警報 システムの調査研究」
を実施しました。

　�　平成21（2009）年3月には、日本の現状、海外
における障がい者に関する法律と歴史、米国・
英国における警報設備に係る基準体系、 各国の規
格比較、海外（英国・スウェーデン・オランダ・
米国・韓国）調査報告、筑波技術短期大学との実証実験報告を盛り込んだ報告書「聴覚障害者
等のための火災警報装置」を発行しました。

　　②�「聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあ
り方に関する検討会」への参画

　�　平成22（2010）年からは、総務省消防庁が発
足した「聴覚障がい者に対応した火災警報設備
等のあり方に関する検討会」に参画し、聴覚障
がい者を対象にした光・音・振動・文字表示・
警報装置等の有用性の実証実験やニーズモニタ
リング調査に協力しました。
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　　③「高齢者や障がい者に適した火災警報装置に関する検討部会」への参画
　�　平成24（2012）年には、「高齢者や障がい者に適した火災警報装置に関する検討部会」のモ

デル事業として全国25施設に光警報装置が設置され、総務省消防庁の報告書に基づき課題（設
置場所・発光色・誘導灯との干渉・高天井での設置要件・非常放送との警報タイミング・死角
の扱い等）検証と、その対応策について検討を行いました。また、光警報装置のISO基準が制
定される予定との情報から、機器基準等としてISO基準を採用する検討を開始し、平成26（2014）
年にはISOに基づく自主基準案を策定しております。

　　④光警報装置の設置促進に向けた取り組み
�　�　平成28（2016）年には、総務省消防庁より「光警報装置の設置に係るガイドラインの策定に

ついて（通知）」が発出されたことから、平成29（2017）年に、光警報装置の設置効果や設置
をおすすめする場所等を詳しく説明した「光警報装置のおすすめ」パンフレットを発行しまし
た。また、光警報装置の実機にて作動状態が確認できるデモパネルを作成し、貸し出しを行っ
ております。是非ご活用ください。

「光警報装置のおすすめ」パンフレット　 「光警報装置」デモパネル　

　�　さらに令和4（2022）年3月には、光警報装置の設置啓発に活用いただくため、「光警報装置
のおすすめ（動画）」を工業会ホームページにて公開しました。

光警報装置を設置したときの効果を 
イラストを使ってわかりやすく解説
します。

「音が聞こえない」、「聞こえにくい」
方々にも視覚的な情報でご覧いただ
けます。

　　　ナレーションつきです
　　　字幕つきです
　　　手話通訳つきです
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　３．おわりに
�　火災警報としての光警報は、まだ世間一般知識として定着しているとは言い難く、かねてから
の課題であると認識しております。当委員会では、光警報装置が作動した時（光った時）に火災
が発生しているということを「ベルの音」と同じように周知していくために、光警報装置の認知
度向上を目的とした動画を制作中です。今年度末に工業会ホームページでの公開を予定しており
ますので、今後ともご支援のほど宜しくお願い致します。     

当工業会のホームページから視聴・ダウンロードができます。
https://www.kaho.or.jp/pages/jikaho/page-jikaho-02-01.html

動画のダウンロードも
できるよ！

「光警報装置のおすすめ」

ここをクリック！

動画

パンフレット 「光警報装
置のおすすめ」 もご活用
ください（A4 判 冊子）

NEW
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ISO/TC21/SC3/WG3　国際作業部会報告

ISO／TC21／SC3／ＷＧ3国内主査
永田　智一（能美防災株式会社）

　2022年10月25日～28日にキプロスのゲルマソゲイヤで開催されたWG3（煙式住宅用火災警報
器）国際作業部会、SC3（火災感知および警報システム）総会、およびTC21（消防器具）総会
の３つの会議に出席致しました。会場はキプロス・ゲルマソゲイヤにあるアトランティカ・ミラ
マーレ・ビーチホテルで行われました。
　本欄では、10月25日に開催されたWG3国際作業部会について報告致します。10月26日に開催
されたSC3総会および10月28日に開催されたTC21（消防器具）総会につきましては、阿部SC3国
内委員長（ニッタン㈱）よりご報告いただきます。

　○ＷＧ3国際作業部会について
　　［開催日時］
　　　2022年10月25日（火）13:00～14:40 
　　［コンビーナ］
　　　クリス・オラー氏（オーストラリア）
　　［出席者（日本）］
　　　小林国際規格係長（消防庁）
　　　阿部SC3国内委員長（ニッタン㈱）
　　　永田WG3国内主査（能美防災㈱）
　　　マント氏（通訳）
　　［参加国］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　�オーストラリア／キプロス／イギリス／アメリカ／ケニア／ニュージーランド／�

中国／韓国／日本
　　　※Webを併用

�　WG3はISO12239（煙式住宅用火災警報器）の規格検討を行う作業部会で、2003年に初版、
2010年に第２版、2021年に第３版が発行されています。昨年10月のSC3国際Web会議でコンビー
ナのクリス・オラー氏よりマルチセンサ警報器をISO12239に盛り込む、または新たな文書とし
て作成を検討することを提案し、今後の作業項目として進めることが決議されました。そして今
年９月にISO12239（第３版）にマルチセンサ警報器に関する内容を盛り込んだコンセプトドラ
フトがコンビーナより示され、今回の会議に至りました。コンセプトドラフトには、従来の煙式

［散乱光式、透過式、イオン化式］に加えて、熱式、CO（一酸化炭素）式、およびそれらを組み
合わせたタイプの内容が盛り込まれました。

　○会議内容について
　��　�　会議の冒頭、コンビーナより、昨年10月のSC3国際Web会議での提案とその決議の内容、

およびその背景として市場では住宅用火災警報器のマルチセンサ化が進んでおりISO規格も
これに遅れをとらぬよう熱式やCO式も含めたマルチセンサに関する規格化を推進したいと

T O P I C

 WG3 国際作業部会の様子
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の説明がありました。
　　�　会議ではまずイオン化式の扱い、CO式単独の扱い、規格の構成などについて議論しました。

続いて今年９月に回付されたコンセプトドラフトからさらにコンビーナが追記した項番の概
略説明があり、具体的な意見は後日更新版が回付された後に改めてコメントすることになり
ました。

　　�　最後にこのプロジェクトの本格着手をSC3に諮ること、１年後の委員会投票（CD投票）
を目標として定期的にZoom会議で検討を進めることで合意しました。（翌日行われたSC3総
会でプロジェクト推進は承認されました）

　　　以下に会議の主なトピックスをご紹介致します。

　　・イオン化式の扱いについて
　　�　�　既に規格にあるイオン化式は古い技術であり今回の改定ではずしてもよいのでは、との

意見が出ましたが、現在もイオン化式を採用している国があること、また記載してあって
も他に影響を及ぼすことはないことから、そのまま記載を残しておくことで合意しました。

　　・CO式単独の扱いについて
　　�　�　コンセプトドラフトには、煙式、熱式それぞれの単独、およびCO式を含めたマルチタ

イプが記載されています。今回、意図的に記載されていないCO式単独も有毒性を監視す
る意味で補助的に盛り込んでもよいのでは、との意見が出ましたが、火災警報器としての
適用範囲からはずれること、またこれを認めると今後補助的に盛り込む内容に歯止めが効
かなくなることから、現時点ではCO式単独は盛り込まないこととなりました。しかし、
既存の他のISO規格、EN規格、各国規格を調査したうえで、適用範囲の変更も視野に入
れながら継続して検討していくことで合意しました。

　　・規格の構成について
　　�　�　コンセプトドラフトは共通のセクションとセンサ毎のセクションから構成されています。

本構成で反対意見はなく、新たな文書として作成は行わずISO12239に盛り込む構成で合
意しました。

　○ゲルマソゲイヤ国際会議を終えて
　　�　キプロスは地中海の東に位置する島国

で地中海性気候に属し冬を除いて雨は少
なく夏場は雲一つない青空が広がります。
私達の滞在中もずっと好天に恵まれ、日
中は28℃近くまで気温が上がり汗ばむ陽
気も、湿度は低くカラッとしていて地中
海を肌で感じることができました。

　�　�　最後になりましたが、今回の国際会議
出席にあたりさまざまな方にアドバイス
やご支援をいただきました。この場をお借りして御礼申し上げます。今回得られた経験を今
後の規格検討活動に活かしていきたいと思います。今後ともどうぞよろしくお願い致します。　

ISO／TS21／SC3／WG3　国際作業部会報告T O P I C

 会場となったホテル前のビーチ
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TC21総会及びSC3　国際会議報告
ISO／TC21／SC3国内分科会委員長

阿部　仁一（ニッタン株式会社）

　今回、3年ぶりとなるTC21（防災器具）総会、及び対面としては3年ぶりとなるSC3（火災感
知及び警報システム） 国際会議がキプロスのゲルマソゲイア市で開催されました（いずれも
Zoomでの参加も可能） 。欧州では新型コロナを特別視しなくなっていますが、中国ではまだ厳
しい規制下にあり、中国が幹事を務めるSC6（泡・粉末消火剤及び泡・粉末消火剤を使用する消
火設備）は開催が見送られました（SC6/WG8は開催） 。SC2（携帯用消火器）は活動が下火になっ
ており、こちらも国際会議の開催はありませんでした。SC11（煙制御システム）はWEB会議だ
けの開催となりましたが、SC5（水を使用する固定消火設備）及びSC8（ガス消火剤及びガスを
使用する消火設備）はゲルマソゲイアで同じ期間中に対面による会議が開催されています。
　SC3では現在、6つのWGが活動中（他2つが今回の会議で解散）ですが、会議での検討の必要
があったWG3（煙式住警器）だけ対面での国際作業部会が開催されました（能美防災株式会社 
永田主査より報告） 。
　ここでは、SC3（火災感知及び警報システム）国際会議及びTC21総会で検討された主要な点
について報告させて頂きます。

　１．�SC3（火災感知及び警報システム） 
国際会議

　〔開催日時〕
　　2022年10月26日 （水） 　9:00～12:30

　〔出席者（日本）〕
　　�永田SC3 WG3主査（能美防災）／�

通訳 マント氏 ／阿部

　〔参加国〕
　　オーストラリア／イギリス／ドイツ／カナダ／
　　アメリカ／キプロス／中国／韓国／日本　計9ヵ国 21名

　　◯WG 1（試験火災）から作業終了の報告
　�　　�　阿部より、ISO/TR（技術報告書） 7240-9（試験火災）が2022年4月に発行され、WG１

は作業を終了したことを報告した。このため、WG1は解散することが決議された。当文
書は当初、TS（技術仕様書） として長年利用されてきた。2018年のイリノイ会議でイギ
リスから、他の7240規格群の製品規格の規定と重複してしまうため取下げが提案されたが、
試験火災の全体像を把握するのに欠くことのできない文書であるため、義務的要求事項と
ならないTR（技術報告書） とすることで文書を残すことを日本が提案し、プロジェクト
が開始された。ISO編集マネージャとの間で、文書中の義務的表現の記載方法をどうする
かで多くの時間を割いたが、3年半で完成まで辿り着いた。

T O P I C

 SC3 国際会議の様子
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　　◯煙式住警器の規格に熱センサとCOセンサを含める件
　　　�　WG3（煙式住宅用火災警報器；ここでは「煙式住警器」と表記）コンビーナのクリス・

オラー氏より、前日のWG3国際作業部会での検討の結果として、ISO12239（煙式住警器）
に熱センサとCO（一酸化炭素）センサの機能を加え、熱式住警器及びマルチセンサ住警
器も対象とする規格の検討を継続する提案があった（検討の開始は2021年SC3国際WEB
会議での決議事項345による）。

　　�　�　バーナード氏（イギリス；前CEN/TC72委員長）より、CO警報器としては中毒防止の
目的で、既にISO12133（小型船舶-CO感知システム及び警報）の他、ULやBSとして規格
化されているとの指摘があり、これらを確認することが求められた。

　　　�　また、この規格の適用範囲を拡張するかどうかが検討された（適応範囲を変更する場合、
新規のプロジェクトとして開始する必要があり、手続き上の時間がかかってしまうことを
懸念していたが、2/3以上の賛成による委員会決議があれば変更が可能であることが分かっ
た）。一旦、適用範囲の拡張は行わず進めることとなった。

　　　�　決議としては、コンビーナが、ISO、EN、及び国家規格（もしあれば） を考慮して、改
訂のための提案書を作成することとなった。

　　◯WG24（ビデオ火災感知器）からの報告と提案について
　　�　�　WG24コンビーナのラング氏より、ISO/TS（技術仕様書）  7240-29（ビデオ火災感知器）

をIS（国際規格） にすることを目的とした改訂プロジェクトの進捗報告があった。2022年
9月に締め切りの委員会草案（CD） へのコメントを求める投票が行われ、4ヵ国からコメ
ントがあり、11月に開催するWEB会議でこのコメントへの対応を検討するとのことであっ
た。このコメントの中に、イギリスから「最新の草案では、現状のTSから挑戦的な側面
が薄められ、省略されているため、この草案をTSのままとすることを望む」旨の意見が
あり、これを受けて、ISにするかどうかの議論があったが、最終的にはDIS投票で解決さ
れることであることが確認された。

　　�　�　またコンビーナから、サーマルイメージ火災感知器の規格作成が次に予想される作業で
あることが報告された。2019年サンクトペテルブルク会議でもWG24の次のテーマとして
話題になっていたが、7240-29の作業が終盤を迎え、ようやく作業開始の段階かと思われた。
しかしバーナード氏から、「サーマルイメージは特に新しい技術ではなく、フランス、ド
イツでは規格化されている。センサも異なり、他のWGで実施することも検討すべき」と
のコメントがあった。これを受け、WG24のコンビーナがサーマルイメージ火災感知器の
新業務項目（NWIP）を準備することが決議されたが、担当するWGなどは別途検討され
ることとなった。

　　�　�（後日のWEB作業部会で、ビデオ火災感知器及びサーマルイメージ火災感知器のUL規格
検討が、欧州の主要メンバも入れて来年より行われると伝えられた。）

　　◯ISO7240-1（概要及び定義）の改訂開始について
　　　�　長年活動が停止されていたISO7240-1の改訂業務の始動が議題の1つとして上げられて

いた。
　　　�　EN54-1（序文）がISO7240-1に対応する欧州規格となるが、これが2021年に発行され
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たための活動再開となる。この規格を担当するWGは解散されており、WGの再構成（専
門家の募集及びコンビーナの指名）からの開始となる。

　　�　�　筆者は会議前日、SC3の委員であるマンディ氏（イギリス；現CEN/TC72委員長） との
会食時に、この規格検討のコンビーナに自分が適当かを相談していた。SC3では多くのコ
ンビーナ役を委員長であるシン氏が担当しており、作業の分担が必要であること、また
WG1も終了するので良い考えであると賛成頂けた。

　　　�　会議では、規格検討の再開が決定され、詳細は文書で回覧すると委員長から発言があっ
たため、「後で委員長と相談しよう」と考えていた矢先、マンディ氏から「この規格はど
のWGで扱うのか？」、「担当者は？」との質問が出され、空席が確認されると筆者に視線
を投げてきた。委員長が状況を察し、「担当するか？」と振られたため、まずはプロジェ
クトリーダーとしての役を引き受けることとなった。

　　　�　まず4ヵ月で草案を作成し、提案書を投票にかけWGを構成し、3年で規格を発行するこ
とがその場の打ち合わせで決定され、決議事項となっている。

　　◯Pメンバになることの働きかけ
　　　�　議事次第の「その他の案件」として、委員長から「近年、インド、ブラジル、メキシコ

などの国がISO規格を採用しており、世界人口の21%を占めるまでになっているが、これ
らはＯ-メンバ（投票権のないオブザーバー参加） のままである」ことが伝えらえた。実
際に利用している国々にP-メンバ（投票権のある参加） になるよう積極的に働きかけるこ
とが提案されていたが、各国の意思の問題であるため、推奨にしかならないとの共通認識
を持った。

　２．TC21（消防器具）総会
　〔開催日時〕
　　2022年10月28日 9:00〜12:00

　〔出席者（日本）〕
　　�濱田国際規格対策官（消防庁 WEB参加）

／小林国際規格係長（消防庁）／吉葉
SC5委員長（能美防災）／佐澤SC6委員
長（ 深 田 工 業WEB参 加 ） ／ 永 田SC3 
WG3主査（能美防災）／桜井TC21国内事務局／通訳 君和田氏 ／阿部

　〔参加国〕
　　�オーストラリア／中国／イギリス／アメリカ／韓国／キプロス／ケニア／ドイツ／カナダ／

イタリア／日本　計11ヵ国 36名

　　◯ISOの最新情報及び手順の変更について（TPMプレゼンテーション） 
　　　�　TC21のTPM（専門プログラムマネージャ）  アナ・カテリーナ・ロッシ博士より、ISO

の最新情報及び手順の変更と題して説明があった。ISO年次総会（2022年9月アブダビ�

 TC21 総会の様子
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（UAE）） でのトピックスとして①ロンドン宣言：気候変動と包括性、②規格の将来性、
③デジタル化が上げられ、具体的には「ISO SMART （機械適用可能で読み取り可能で転
送可能な規格化）プログラム」と「オンライン規格開発（共同作業、コメント編集、規格
の内部編集の3ステップ）」について紹介があった。（ロンドン宣言：2021年9月にロンド
ンで開催されたISO総会で承認された、「規格の作成などを通じて気候変動対策へのアプ
ローチを変革し、ネットゼロを達成するための国際的な取り組みを推進していく」宣言。） 

　　　　この他、WG協議などの電子投票ツールの紹介が行われた。

　　◯「用語」に関する規格の改訂について
　　　�　TC21が担当する規格であるISO8421-1、-2、-6、-7（防火-用語集-に関する一連の規格）

について、2022年10月が締め切りの定期見直しがあり、いずれも承認されている。しかし
この会議で、発行から時間がたっており改訂の必要があると判断された。また、類似の規
格ISO13943（火災安全-用語） をTC92（火災安全） で扱っており、これと比較することが
決議された。各SCの委員長に依頼すると共に、ロバート・ティルソープ氏（イギリス） 
が業務を担当することとなった。

　　◯規格検討の提案
　　　�　議事次第に上げられていない内容で

あったが、2件の新たな情報から、作
業の実施が決議されている。

　　　�　１つは、TC92（火災安全）の新業
務として取り組まれているISO 16614

（農村部及び原野における火災予防措
置のための指針） で、各SCの委員長に
確認の実施が要請されている。

　　　�　もう1つは、消火器の対象とする火
災の区分（ISO3941） にリチウムイオ
ン電池による火災を追加することで、SC2に対して検討することが要請された。

　　　�　ここでTC21が、リチウムイオン電池火災を抑制する消火剤の開発を緊急の課題として
考えていることが表明された。

　　◯各SCの活動について
　　　�　SC2（委員会マネージャ（以後CMと表記） ：韓国） は国際会議が開催されておらず、また、

CMのTC21総会への参加もなかったため、WG1及び3を解散したこと、WG4が一時解散と
なったことが代読された。いずれも2年間活動がなかったためとのこと。

　　　�　SC6（CM：中国） も、CMが出国できなかったため国際会議は開催されていない。しか
し、SC6/WG8（車載式CAFシステム コンビーナ：森本氏） は現地（ゲルマソゲイア） で
開催されている。

　　　�　その他のSC3（CM：オーストラリア）、SC5（CM：アメリカ）、SC8（CM：オースト
ラリア）は現地で、SC11（CM：ドイツ）についてはWEBで会議が開催され、SC6を含め、

会場となったホテル（ビーチ側から）






















































